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岐阜県の姿 

● 

● 

● 
● 

岐阜県 
● 
高山 

岐阜  
● 

東京 

名古屋 

京都  

大阪  

中部国際空港 
（セントレア） 

●経済活動別県内総生産（H22） 

●産業別就業人口（H24） 

 
第1次産業人口  ３．２％ （全国  ３．８％） 
第2次産業人口 ３１．８％ （  〃  ２４．５％） 
第3次産業人口 ６３．２％ （  〃  ６８．０％） 

岐阜県は日本のほぼ中央に位置 
 

●人 口・・・・・・・・・・・・・・・・ 206万人  （H24 全国17位） 

●面 積・・・・・・・・・・・・・１万0,621k㎡  （H24 全国  7位） 

●県内総生産・・・・・・・ ７兆0,934億円 （H22 全国21位） 

●事業所数・・・・・・・10万4,946事業所 （H24 全国16位） 

●事業所従業者数・・・・・  88万２千人 （H24 全国17位） 

●製造品出荷額・・・・・・４兆8,275億円 （H22）  

●県内観光入込客数・・・・・ 3,619万人 （H24） 

●有効求人倍率・・・・・・・・・・・・・・ 1.09 （H25.7） 

 

＜岐阜市へのアクセス＞ 
 東京～約２時間（新幹線） 
 大阪～約1時間（新幹線） 
 中部国際空港～約1時間（電車） 

２ 
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  東海北陸自動車道

東海環状自動車道

中部縦貫自動車道

東名高速道路

新東名高速道路

濃飛横断自動車道

飛騨清見ＩＣ

白鳥ＩＣ
ＪＣＴ

中部国際空港

名古屋

小松空港

Ｎ

郡上八幡ＩＣ

中津川ＩＣ

富山空港

＜北陸新幹線＞ 

 2014年開業予定 

＜リニア中央新幹線＞ 

H３９年 東京-名古屋間開業予定 

＜東海北陸自動車道＞ 

白鳥ＩＣ～飛騨清見ＩＣの 

片側２車線化工事進行中 

＜東海環状自動車道＞ 

2020年の全線開通を目指し西
回り区間を整備中 

優れた交通インフラネットワーク 

東海道新幹線 

３ 

主要高規格道路 主要高規格道路 
（整備予定） 

主要鉄道 
（整備予定） 

主要鉄道（新幹線等） 

リニア中央新幹線 
（整備予定） 

JR高山線 



岐阜県の財政トピックス 

４ 
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① 岐阜県行財政改革アクションプランとは 
 
 

 ・平成22年度から24年度までの３年間における構造的な財源不足解消のための具体的な取組み                                                                

                                               ↓  

                                「岐阜県行財政改革アクションプラン」 
 

 （背景）：過去の県債大量発行等により、平成22年度から24年度までの各年度に300億円程度の財源不足が見込まれる状況 
 
 

【財源不足解消に向けた基本的な考え方】 
 
 

  １．赤字予算、「財政再生団体」への転落回避 
 

  ２．県民生活への配慮や未来の岐阜県を見据えた政策の展開 
     …厳しい財政状況の中でも、以下の分野を中心として、メリハリをつけた見直しを実施 
      ○ 配慮する分野 ＜県民生活への影響や、未来の岐阜県づくりに関連するもの＞ 
 
       
  

 
  ３．構造的な財源不足の段階的な解消 
        …平成２４年度までの「緊急財政再建期間」中の財源対策総額について、以下の３つの対策を実施し、 
      平成２５年度当初予算までの間に、段階的な財源不足の解消を目指す 
        

医療、福祉、子育て支援、暮らしの安全・安心、雇用創出・人材育成、中小企業支援、新規市場開拓、
ぎふ清流国体 など 

・平成２２～２４年度までの財源対策総額 ……  約９２０億円 
      うち（１）歳出削減対策      ……  約３７３億円 
         （２）人件費の削減      ……  約２９７億円 
        （３）歳入確保対策      ……  約２５０億円 

 

 １ 行財政改革アクションプラン（Ｈ22～24）の取組みによる財政状況の改善 
 



６ 

■ 各年度に見込まれていた財源不足額を解消！ 
  歳出削減対策、歳入確保対策などを着実に進めた結果、３年間で約８６０億円の財源不足額を解消 
 

■ 構造的な財源不足の解消！ 
  県債発行の抑制や定員削減等の取組みの結果、今後は多額の財源不足額が生じる事態には陥らない見込み 
 

■ 財政構造及び各種財政指標の改善！ 
  財源不足の解消により、硬直化した財政構造が改善 また、各種財政指標も大幅に改善 
  平成25年度決算で、起債許可団体から脱却できる見通し 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

② 岐阜県行財政改革アクションプランの成果 

 

               【Ｈ２０】    【Ｈ２５】  【増減額】   

 人 件 費       ２，０６５ → １，９６２  （▲１０３）  

 公 債 費       １，３２０ → １，２４９  （▲ ７１）  

 社会保障関係経費      ６８９ →   ８７７  （＋１８８）  

 その他の経費     ２，０５１ → １，９７８  （▲ ７３） 
    

     計          ６，１２５ → ６，０６６  （▲ ５９） 
 

 ※ 人件費や公債費といった義務的経費が減少   （単位：億円） 
 

 

○経常収支比率 

  Ｈ20： 99.1（全国44位） → Ｈ24： 93.7 （全国19位） 
 

○実質公債費比率  【ピーク】     【Ｈ24】 

 （３年平均）        19.7（Ｈ23）  →  18.4 

 （単 年 度）         20.8（Ｈ21）   →  16.9 
 

○将来負担比率 

  Ｈ20 ： 249.8（全国29位）  → Ｈ24 ： 209.8（全国24位） 
 

＜財政構造の変化（県費ベース）＞  ＜財政指標の状況＞   

■  今後の行財政運営の考え方 
 

 → これまでの行財政改革の取組みを踏まえて、引き続き歳出削減や歳入確保の取組みを推進  
   ＜歳出面＞： 事務事業見直しによる一層の効率化、公債費負担を減らすための節度ある県債発行 
   ＜歳入面＞： 県税収入の確保や、県有財産の売却等 

③ 今後の行財政改革の取組み（平成25～27年度） 



７ 

＜起債許可団体となった要因＞ 
 

・国の取組みに呼応した公共投資等 
  

・平成４年度から７年度に発行した 

 銀行縁故債の償還期間の延長 

 （10年から20年へ繰延べ） 
 

・平成16年度から実施された国の 

 「三位一体改革」による交付税の削減 
 

・平成20年の世界同時不況の影響な 

 どによる税収減 
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実質公債費比率（３カ年平均） 実質公債費比率（単年度） 

単年度の実質公債費比率は 
平成22年度以降着実に低下！ 

 平成２５年度決算において、 

 18％を下回る見込み 

       ↓ 

 起債許可団体からの脱却！ 

 

 ２ 平成25年度決算で起債許可団体から脱却（見通し） 
 

 

■ 行財政改革の取組みや、起債管理の取組みにより、平成25年度決算で、実質公債費比率が17.1％となる見込み 
 

■ これにより、県債を発行する際に総務省からの許可を要する18.0％を下回り、起債許可団体から脱却できる見通し 
 

■  今後も、実質公債費比率を適正に管理するため、引続き以下の取組みを推進 
  

  ＜実質公債費比率管理の取組み＞ 

     （１） 県債発行の抑制 

    （２） 低利資金の活用及び、資金調達方法の多様化 
 

＜実質公債費比率の将来推計＞  



８ 

 

 ３ 安定的な財政運営に向け、引き続き税源涵養の取組みを推進  
 

 

■  財政運営を安定的に進めるため、税源涵養の取組みを推進中 
 

■  なかでも、①企業誘致、 ②観光誘客については、好調に推移 
 

■  また、 リニア中央新幹線の東京-名古屋間開業に向けて、③リニア中央新幹線を活用した地域づくりを推進 
 

 

■  平成２４年の工場立地件数（製造業）は３４件で、全国８位と昨年度に引き続き好調に推移 
 

  ＜参考：工場以外の立地＞：トヨタ自動車の「車両修理技術研究・人材育成拠点」が進出（H25.7月完成 敷地面積約19万m2 ） 
 

                   ：アマゾンの国内最大規模の「物流センター」が進出（H24.11月完成  敷地面積約6万m2） 
 

■  現在、ソフト面、ハード面の対策を講じることで、更なる企業誘致を推進 
 

＜要 因＞ 

 

１ 高速道路網整備に伴う広域アクセスの充実 
 

２ 災害等に強い「強固」な地盤 
 

３ 県、市町村による、工場建設までのワンストップ支援 
 

＜現在の取組み＞ 

 

■ ソフト面 ：航空・宇宙、医療・福祉機器関連産業等への企業立地補助金の要件を緩和 
         → 今後大きな成長が見込まれる分野、景気変動の影響を受けにくい分野を重点化 
 

■ ハード面  ：アクセス道路の更なる整備 
             → 東海環状自動車道（西回りルート）の整備、2020年度までの全線開通を目指して整備中 
 

① 企業誘致について 

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24
岐阜県件数 42 22 17 36 34
順位 16 15 19 4 8
全国平均件数 34.3 18.0 16.4 18.0 19.9

出典　経済産業省　「工場立地動向調査」　（製造業）

＜立地件数＞ 



９ 

 

■  県が重点的に誘客促進を図ってきた外国人観光客の宿泊者数が大幅に増加 
 
 

■  また、ぎふ清流国体・ぎふ清流大会の開催等により、行祭事・イベント入込客数も増加 
 
 

■  現在、多角的な観光戦略を展開し、平成29年での達成を目標としている観光入込客数4,500万人達成に向けて、 
  

     更なる観光誘客を推進 
 

 

■  「清流の国ぎふ観光回廊」づくりの推進 
 

  ・ 岐阜の宝もの「中山道ぎふ１７宿」と、周辺の観光資源を巡る体験交流プログラムの造成 
 

  ・ 県内全市町村と連携した季節ごとの周遊モデルコースを構築・PRするキャンペーンの展開   
 

■  海外等の成長市場をターゲットとした誘客 
 
 

  ・ ＜団体旅行客向け＞ ：   インドネシアをターゲットとした誘客の展開及び、受入れ体制整備の促進 
 

   ・ ＜個人旅行客向け＞ ： 世界最大のオンライン旅行会社「エクスペディア」と連携したPRの展開 

＜現在の取組み＞ 

<ＡＳＥＡＮ諸国の宿泊者数が特に増加> 

　　シンガポール人    6,940人（全国 9位）   対前年比　192.8％（全国  38.4％）
　　タイ人　　　　　　　22,360人（全国10位）　 対前年比　323.5％（全国102.5％）
    マレーシア人　　　 2,850人（全国12位）　 対前年比　562.8％（全国 59.4％）

　　※　県が重要市場として位置付け、誘客を進めてきたＡＳＥＡＮ諸国からの
　　　　 宿泊者数が特に好調

② 観光誘客について 

平成24年 平成23年 対前年 対前年比

3,619.3 3,589.3 30.0 0.8%

3,155.0 3,169.7 △ 14.7 △0.5％

うち宿泊 464.4 419.6 44.8 10.7%

うち外国人 20.1 9.8 10.3 105.1%

1,112.4 878.8 233.6 26.6%

・　出典　平成24年岐阜県観光入込客統計調査

・　平成23年の調査より、観光庁が策定した「観光入込客統計に関する共通基準」を導入

単位：万人

うち日帰り

観光入込客数

行祭事・イベント入込客数

＜観光誘客数＞ 



１０ 

 

・Ｈ23.5   国交省が整備計画を決定 
              ＪＲ東海へ建設の指示 
 

・Ｈ23.11  ＪＲ東海が中間駅建設費を 
              全額自己負担する方針を表明 
 

・Ｈ25.9   県内中間駅候補地および､ 
              車両整備基地候補地決定 
 

・Ｈ26    着工予定 
 
 

・Ｈ39    東京-名古屋間開業予定 
 （2027年） 
 

・Ｈ57    名古屋-大阪間開業予定   
 （2045年） 

 ＜リニア整備スケジュール＞ ＜岐阜県の取組み＞ 
 

・Ｈ23  ：リニア基本戦略策定 
      リニア開業による旅客流動の変化の調査 

       リニア駅及び車両基地等建設に伴う経済効果の把握        
 
 

・Ｈ24  ：リニア活用戦略策定開始 
      リニア駅及び駅周辺整備の方向性の整理 
       駅及び駅周辺整備にかかる具体的な提案 
 
 

・Ｈ25  ：リニア活用戦略策定（予定） 
      駅前広場及び関連施設の検討 
      県内各地への広域アクセスについて検討 
       産業振興、観光振興、まちづくりの具体的検討 
 

・Ｈ26～ ：活用戦略に基づく取組みの展開 
 
 

 

■  リニア中央新幹線のルート及び、県内中間駅設置場所について、9月18日にＪＲ東海が発表 
 

■  リニア開業効果を県内全域に波及させるため、岐阜県では今年度中に、「リニア活用戦略」を策定する予定 
   

③ リニア中央新幹線を活用した地域づくりについて 
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○歳入決算額は、投資的経費の縮小等による国庫支出金及び県債の減少などにより、１２年度をピークに減少 
  （Ｈ２１年度は国の交付金増加等により一時的に増加） 

歳入決算額の推移及び25年度予算額 
（普通会計ベース） 

１２ 

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

その他歳入 952 1,049 1,119 1,233 1,517 1,520 1,502 1,528 1,564 1,496 1,420 1,332 1,566 1,460 1,273 1,299 1,510 1,717 1,380 1,319 1,726 1,528 1,583 1,418 1,401

国庫支出金 1,294 1,359 1,339 1,580 1,945 1,845 1,736 1,676 1,677 1,833 1,858 1,848 1,790 1,582 1,510 1,271 1,145 927 813 938 1,436 1,048 942 876 892

地方交付税 1,410 1,511 1,532 1,621 1,546 1,544 1,682 1,786 1,747 1,884 2,218 2,392 2,254 2,156 2,070 1,929 1,915 1,817 1,660 1,609 1,664 1,790 1,798 1,763 1,664

県債 530 519 437 557 973 1,188 1,333 1,282 1,147 1,537 1,377 1,215 1,225 1,594 1,339 1,223 1,067 1,036 1,024 1,112 1,225 1,223 1,190 1,321 1,245

県税 2,122 2,285 2,454 2,337 2,201 2,215 2,250 2,313 2,355 2,465 2,340 2,514 2,453 2,109 2,098 2,174 2,230 2,403 2,790 2,638 2,218 2,099 2,103 2,149 2,102

歳入総額 6,308 6,723 6,881 7,328 8,182 8,312 8,503 8,585 8,490 9,215 9,213 9,301 9,288 8,901 8,290 7,896 7,867 7,900 7,667 7,616 8,269 7,688 7,616 7,527 7,304

6,308  
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税収の決算額の推移及び25年度予算額 

○決算ベースでの県税収入は、23年度に引き続き２年連続で増加 
○法人事業税は21年度以降、景気悪化による企業収益の減少などにより大幅に減少 

（普通会計ベース） 

１３ 

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

その他の諸税 539 574 581 565 647 672 681 644 584 541 530 503 473 456 460 460 453 441 399 339 320 321 340 289

自動車税 268 282 297 309 322 334 347 357 363 364 366 369 367 362 355 365 360 360 356 349 339 335 331 325

地方消費税 0 0 0 0 0 0 0 115 431 397 411 386 358 376 416 394 407 410 386 246 258 250 243 242

法人事業税 763 841 731 607 548 582 671 611 554 502 496 511 405 435 461 520 644 705 619 330 279 294 300 298

法人県民税 134 130 118 104 101 110 126 120 113 102 103 107 90 95 100 107 123 134 119 59 91 103 103 97

利子割県民税 228 228 163 180 224 149 89 75 51 55 243 217 67 42 47 26 20 26 26 23 21 20 14 14

個人県民税 353 399 447 436 373 403 399 433 369 379 365 360 349 332 335 358 396 714 733 733 648 637 668 685

合計 2,285 2,454 2,337 2,201 2,215 2,250 2,313 2,355 2,465 2,340 2,514 2,453 2,109 2,098 2,174 2,230 2,403 2,790 2,638 2,079 1,956 1,960 1,999 1,950

2,285  
2,454  

2,337  
2,201  2,215  2,250  2,313  2,355  

2,465  
2,340  

2,514  2,453  

2,109  2,098  2,174  2,230  
2,403  

2,790  
2,638  

2,079  
1,956  1,960  1,999  1,950  
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歳出決算額の推移及び25年度予算額 

○景気対策として、過去数次にわたる積極的な財政出動（公共事業における有効需要創出）を実施 
○平成１２年度から投資規模を抑制 
○行財政改革による職員定数の削減により人件費を抑制 
○平成２１年度から平成２４年度まで、職員給与の臨時的抑制を実施 

（普通会計ベース） 

１４ 

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

人件費 2,019 2,140 2,202 2,273 2,282 2,331 2,389 2,436 2,504 2,500 2,496 2,525 2,531 2,520 2,489 2,408 2,417 2,442 2,455 2,428 2,300 2,270 2,260 2,250 2,286

扶助費 136 143 156 165 136 141 145 148 156 164 167 169 176 171 94 92 90 80 77 81 86 105 111 110 120

公債費 402 413 432 440 772 735 490 545 578 584 652 739 787 865 957 1,000 1,058 1,181 1,278 1,320 1,348 1,311 1,296 1,279 1,269

投資的経費 2,255 2,334 2,200 2,717 3,309 3,270 3,585 3,508 3,340 3,713 3,643 3,395 3,150 2,953 2,453 2,124 1,880 1,707 1,478 1,327 1,385 1,236 1,169 1,147 1,177

その他 1,408 1,605 1,806 1,642 1,546 1,703 1,741 1,760 1,775 2,013 2,005 2,148 2,305 2,158 2,120 2,122 2,283 2,361 2,258 2,332 3,009 2,578 2,636 2,578 2,452

歳出総額 6,220 6,635 6,796 7,237 8,045 8,180 8,350 8,397 8,353 8,974 8,963 8,976 8,949 8,667 8,113 7,746 7,728 7,771 7,546 7,488 8,128 7,500 7,472 7,364 7,304

6,220  
6,635  6,796  

7,237  

8,045  8,180  8,350  8,397  8,353  

8,974  8,963  8,976  8,949  
8,667  

8,113  
7,746  7,728  7,771  

7,546  7,488  

8,128  

7,500  7,472  7,364  7,304  
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実質収支の推移 

○本県は、これまで赤字決算は一度もなく、実質収支は黒字で推移 

※ 実質収支は、形式収支（歳入総額－歳出総額）から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた額 

（普通会計ベース） 

１５ 

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

歳入 6,308 6,723 6,881 7,328 8,182 8,312 8,503 8,585 8,490 9,215 9,213 9,301 9,288 8,901 8,290 7,897 7,867 7,900 7,667 7,616 8,269 7,688 7,616 7,527

歳出 6,220 6,635 6,796 7,237 8,045 8,180 8,350 8,397 8,353 8,974 8,963 8,976 8,949 8,667 8,113 7,746 7,728 7,771 7,546 7,488 8,128 7,500 7,472 7,364

実質収支 66 64 56 51 46 47 42 38 26 46 37 35 26 34 39 42 42 70 63 67 59 69 53 62
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県債の状況 
○政府資金が減少、銀行等縁故資金が増加傾向にある中、資金調達手段を多様化 
  ・ 「全国型市場公募債」を発行→H16・17：１００億円、H18：３００億円、H19・20：２００億円、H21～24：１００億円 
                         H25年度 １５０億円（平成２５年９月発行） 
 
○平成２０年度末に行財政改革指針を策定し、平成２１年度から向こう４年間を「緊急財政再建期間」と位置づけ 
  平成２１年度以降の県債発行額を２０年度の５％程度（※）抑制 
  ※災害、急激な税収減（減収補てん債）、国の政策など特別な事情（臨時財政対策債）により発行する県債は含まない。 

資金別県債発行実績 県債残高の推移 

１６ 

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

臨時財政対策債分 0 89 324 786 1,091 1,347 1,576 1,757 1,952 2,415 3,042 3,610 4,172

県債残高 10,99011,59612,22012,39012,55612,54012,39812,18912,00911,64111,14210,68210,369

県債発行額 1,215 1,200 1,451 1,338 1,223 1,067 1,036 1,024 1,112 1,225 1,223 1,190 1,321
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10,990 

11,685 
12,544 

13,176 
13,647 13,946 

13,961 

14,056 13,974 
13,887 14,541 14,184 

14,292 

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

その他 35 35 19 7 49 49 18 15 17 88

銀行等 681 717 626 680 703 674 588 562 580 619

市場公募(ミニ公募含) 81 190 190 300 182 330 300 270 300 300

公共団体金融機構 40 0 0 0 1 0 220 294 214 210

政府資金 501 281 232 49 89 59 99 82 79 104

合計 1,338 1,223 1,067 1,036 1,024 1,112 1,225 1,223 1,190 1,321
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億円 億円 



公債費の状況（決算額及び25年度予算額） 
○ 県債（借金）残高が高水準となっていることから、毎年度の公債費が増加 
○ 近年、公共投資の縮減などによる県債発行の抑制に努めたことなどにより、公債費は平成２１年度をピークに 
   減少 

１７ 

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

公債費 391 401 422 429 761 719 476 531 560 571 623 701 756 851 954 1,117 1,102 1,159 1,273 1,319 1,342 1,321 1,300 1,281 1,268

公債費割合 6.3 6.0 6.3 6.0 9.6 8.9 5.8 6.4 6.7 6.2 6.8 7.6 8.2 9.6 11.4 13.8 14.0 14.9 16.6 17.2 16.1 17.1 17.0 17.1 17.0
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基金の状況 

○積立基金は、平成４年度末をピークとして、１１年度までは毎年度２００～３００億円を取り崩し、 
  大幅に減少 
○平成１２年度以降は、財源対策として活用せず温存してきたが、平成１９年度から取り崩しをせ 
  ざるを得ない状況となり、残高はごく僅か 

１８ 

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

その他基金 117 127 139 147 173 186 191 199 199 203 226 244 295 287 273 257 254 259 286 293 133 160 227 269 269

財源対策基金 1,134 1,538 1,993 2,149 1,918 1,708 1,514 1,316 1,016 744 640 672 700 712 772 773 754 747 488 225 190 229 233 232 121
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健全化判断比率 

指標名 
 

対象範囲 
 

岐阜県 
 

全国平均 
財政健全化法 

早期健全化基準 財政再生基準 

 １．実質赤字比率 一般会計等 
－ 

－ ３．７５以上 ５以上 
－ 

 ２．連結実質赤字比率 
一般会計等 

公営企業会計 

－ 
－ ８．７５以上 １５以上 

－ 

 ３．実質公債費比率 
一般会計等 

公営企業会計 

１９．７％ 
＜全国４５位＞ 

１４．８％ ２５以上 ３５以上 
１８．４％ 

＜全国４４位＞ 

 ４．将来負担比率 

一般会計等 
公営企業会計 
一部事務組合 

地方公社 
第三セクター 

２１８．５％ 
＜全国２４位＞ 

２１０．５％ ４００以上  
２０９．８％ 

＜全国２４位＞ 

 ５．資金不足比率 公営企業会計 
－ 

  ２０以上  
－ 

※1  一般会計等には、本県では１０特別会計（公債管理特別会計、乗用自動車管理特別会計、用度事業特別会計、災害救助基金特別会計、母子寡
婦福祉資金貸付特別会計、農業改良資金貸付特別会計、林業改善資金貸付特別会計、中小企業振興資金貸付特別会計、県営住宅特別会計、徳
山ダム上流域公有地化特別会計）が含まれる。  

※2 上段は平成23年度。下段は平成24年度。 

※3 本県欄の「－」は黒字であることを示す。 

※4 H25.9.30総務省発表数値（加重平均）  

※１ 

※２ 

※３ 

※４ 

○景気対策として、県債を財源に過去数次にわたる積極的な財政出動を実施してきた結果、公債費負担が 
 多額になったことがこれらの比率を押し上げた要因 

１９ 



経常収支比率 

◇県財政の余裕度を示すもので低いほど健全 
◇公債費、社会保障関係経費などの義務的経費の 
  増等により、近年急速に上昇 

財政力指数 

◇県財政の体力を示す指標で高いほど強い 

◇本県は全国平均を上回る水準を維持している。 

２０ 

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

岐阜県 0.497 0.457 0.429 0.431 0.432 0.434 0.444 0.477 0.513 0.546 0.549 0.521 0.493 0.484

全国平均 0.461 0.429 0.405 0.406 0.408 0.411 0.428 0.447 0.497 0.521 0.516 0.490 0.465 0.455
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11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

岐阜県 75.8 75.1 78.2 83.2 81.8 86.1 88.6 91.9 98.4 99.1 98.9 93.6 93.6 93.7

全国平均 91.7 89.3 90.5 93.5 90.8 92.5 92.6 93.8 94.7 93.9 95.9 91.9 94.9 94.6
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公営企業会計決算 

水道事業会計 工業用水道事業会計 病院事業会計 

２４年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度 

収益的収支（損益勘定） 

収入 ５，６４４ ５，７７４ ６９ ７０ ４１７ ５０７ 

支出 ４，２２８ ４，１６７ ５６ ５４ ４１７ ５０７ 

収支差引 １，４１６ １，６０７ １３ １６ ０ ０ 

資本的収支 （資本勘定） 

収入 １６１ １，３２７ ５ ２ １，４０４ ５，４４５ 

    うち企業債 ２５ ３６７ ０ ０ ０ ０ 

支出 １，９２９ ４，２８４ ５３ ４５ １，４０４ ５，４４５ 

うち企業債償還金 ５３２ ５０５ ３７ ３６ １，４０４ ５，４４５ 

収支差引 ▲１，７６８ ▲２，９５７ ▲４８ ▲４３ ０ ０ 

内部留保資金 ９，８７１ ８，４８６ ８６ ８７ － － 

（単位：百万円） 

［水道事業会計］ 
○可茂地区（美濃加茂市、可児市等）、東濃地区（多治見市、中津川市等）に水道用水を供給 

［工業用水道事業会計］ 
○可茂地区（美濃加茂市周辺企業）に工業用水を供給 

［病院事業会計］ 
○岐阜県総合医療センター、多治見病院、下呂温泉病院の３病院を経営 
  ※H22.4.1から３病院は地方独立行政法人化している。 

２１ 
※資本的収支の不足額は、いずれも損益勘定留保資金などで補てん 



企業会計的手法による分析（１） 

 

資産 

 

２３年度末 

 

２２年度末 

 

増減 

 

負債 

 

２３年度末 

 

２２年度末 

 

増減 

有形固定資産 ２０，０３５ ２０，３９２ 

 

▲ ３５７ 県債 １４，４５１ １４，２９６ １５５ 

退職手当引当金等 ３，２１３ ３，２５７ ▲４４   

その他 ７ ６ １ 

負債合計 １７，６７１ １７，５５９ １１２ 

投資等 ２，０５５ ２，１８８ 

 

▲１３３    純資産 ２３年度末 ２２年度末 増減 

 

国庫支出金 ６，８２７ ７，０１１ ▲ １８４ 

市町村等支出金 ７４３ ７６７ ▲ ２４ 

流動資産 ６２０ １，０１０ 

 

▲３９０ 一般財源等 ▲２，０７７ ▲１，８１７ ▲ ２６０ 

正味資産合計 ５，４９３ ５，９６１ ▲ ４６８ 

資産合計 ２３，１６４ ２３，５２０ 

 

▲ ３５６ 負債・純資産合計 ２３，１６４ ２３，５２０ ▲ ３５６ 

「後世の負担となる県の債務」 

「これまでの世代による負担」 

「後世へ引き継ぐ県の社会資本」 

◆本県の財務状況は、資産が負債を上回り、債務超過とはなっていない 
◆資金化できない社会資本等の有形固定資産や、国の補正予算で設置した基金を除くと、資産は２，８４８億円となり、負債 
  １兆７，６７１億円との差額１兆４，８２３億円は、既存の社会資本に対して、将来必要となる財政負担 
   → 県民１人当たり ７１６千円 

バランスシート 

（単位：億円） 

計数については、原則として表示単位未満を切捨て処理しているので、 
合計額が一致していない場合があります。 

２２ 



平成２３年度 

（単位：億円） 

総費用 

A 

総収益 

B 

行政コスト 

A－B ① 

税等負担 

② 

議会費 １２ ０ １２ 

総務費 ２８３ ２６ ２５７ 

民生費 ９６１ ８３ ８７８ 

衛生費 １９５ ４２ １５３ 

労働費 １１７ ４ １１２ 

農林水産業費 ４４８ １００ ３４８ 

商工費 １０６ ８ ９８ 

土木費 １，１６５ ５２ １，１１３ 

警察費 ４１８ ６１ ３５７ 

教育費 １，７９２ ４０７ １，３８５ 

災害復旧費 ５５ ３５ ２０ 

その他 ３３７ ８ ３２９ 

合 計 ５，８８９ ８２７ ５，０６２ ４，１１１ 

◆単年度ベースでの収支（②－①）は△９５２億円で、２２年度（△１，００９億円）と比べて、赤字（コスト超過）が減少している。 

◆恒常的な赤字は健全な財政運営ではなく、長期的な均衡の確保を念頭に、経年的な変化を評価監視 

企業会計的手法による分析（２） 
行政コスト計算書 

計数については、原則として表示単位未満を切捨て処理しているので、 
合計額が一致していない場合があります。 

２３ 



地方三公社決算状況 

 
１ 事務局等の統合（３公社） 
 

・常勤役員、事務局の一部を 
 統合（Ｈ11～） 
  
２ 道路公社（解散） 
 

・ 行財政改革の取り組みの 
 一環として、公社を解散 
 （ H24.7.31～） 
   
 
３ 住宅供給公社（事業見直し） 
 

・赤字の原因となっていた一部 
 の管理施設を経営分離し、県 
 有施設として活用（ H24.8～）   
  

 【今後の取組み】 
  ○分譲事業からの撤退 
   ※H26を目途 
  ○賃貸住宅の入居率の向上 
  ○計画修繕の削減 

公 社 名 
 岐阜県 

土地開発公社  
 岐阜県 
道路公社  

 岐阜県 
住宅供給公社  

出
資
状
況
 

 出資団体数  1 4 

出
資
 

金
額
 

 総額    5 551 

 当該団体    5 550 

 その他団体     1 

貸
借
対
照
表
 

資
産
 

 流動資産    20,443 1,051 

 固定資産    7,596 10,431 

 繰延資産      

 資産合計    28,039 11,482 

負
債
 

 流動負債    467 3,918 

 固定負債    18,921 7,594 

 特別法上の引当金等    

 負債合計    19,388 11,512 

資
本
 

 資本金    5 551 

 剰余金    8,646 ▲ 581 

 法定準備金     

 資本合計    8,651 ▲ 30  

 負債・資本合計  28,039 11,482 

損
益
計
算
書
 

経
常
損
益
 

 営業収益   (a)  3,956 2,132 

 営業費用   (b)  3,776 2,090 

 一般管理費   (c)  73 6 

 営業利益             (d=a-b-c)  107 36 

 営業外収益   (e)  117 6 

 営業外費用   (f)  37 62 

 経常利益         (g=d+e-f)  187 ▲ 20 

特
別
損
失
 

 特別利益   (h)  1,507 

 特別損失   (i)   1,671 

 特定準備金計上前利益  (j=g+h-i） 187 ▲ 184 

 特定準備金取崩   (k)    

 特定準備金繰入   (l)    

 法人税等   (m)    

 当期利益     (n=g+h-i-m)  187 ▲ 184 

 住宅供給公社については 
                  (n=j+k-l-m)  

 ▲ 184 

（単位：団体、百万円） 

２４ 



岐阜県（市場公募）債発行額
の推移と今後の発行予定 

２５ 



発行額の推移 

平成25年度発行計画 (実績含む） （単位：億円） 

個別債(10年) ９月 150                 

共同債 ７月 40 ９月 40 11月 40 １月 40 ３月 40 

２６ 

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

5年債 0 0 100 100 0 0 0 0 0 0 0 0

10年債 0 0 0 0 300 200 200 100 100 100 100 150

共同債 0 0 0 0 0 0 100 200 170 200 200 200

ミニ公募 20 100 100 100 0 0 0 0 0 0 0 0

0

50

100

150

200

250

300

350

400

億円 

（単位：億円） 

 

 岐阜県債（市場公募債）発行額の推移と今後の発行予定  
 

 

・ 平成25年度の岐阜県債発行額は、前年度より50億円増加した350億円を予定しています。 
 

・ 安定的な資金調達手段の確保及び、調達手段の多様化のため、今後も市場公募債の発行を進めていく予定です。 
 



   お問い合わせ先 

 

   岐阜県総務部財政課 

 

      ＴＥＬ ０５８－２７２－１１３０ 

      ＦＡＸ ０５８－２７８－２５３１ 

      Ｅ－ｍａｉｌ c11105@pref.gifu.lg.jp 

 

   岐阜県ホームページアドレス 

     http://www.pref.gifu.lg.jp/ 
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